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(54) Title: ENGINE

(54) 発明の名称 ：エンジン

(57) Abstract: A n engine (l) i s provided with: an auxiliary regeneration
control unit (I3 l ) for controlling an intake valve (9) during auxiliary r e

せ， generation so as to decrease the excess air ratio (λ) without changing the
《 target revolutions; an emergency regeneration alarm command unit (I5 l )

'： for causing an alarm device (15) t o produce an emergency regeneration
alarm for informing the driver o f the need for emergency regeneration,
when PM accumulation exceeds lOg/L, which i s higher than 8g/L; and an

：ヨ ヨ excess accumulation alarm command unit (152) for causing the alarm
device (15) t o produce an excess accumulation alarm for indicating an ex
cess accumulation o f PM, when the PM accumulation exceeds 12g/L,
which i s higher than lOg/L.

(57) 要約： エンジン （1 ) は、補助再生 において、 目標 回
転数 を変更せ ず、且 つ空気過剰率 λ を小 さ くす るよ うに吸
気弁 （9 ) を制 御す る、補助再生制御部 （1 3 1 ) と、 Ρ
Μ堆積量が 8 g L よ りも大 きな 1 0 g L を超 えた とき
に、緊急再生 を実行す る必要性 を運転者 に知 らせ る緊急再
生警告 を警告装置 （1 5 ) に実行 させ る緊急再生警告指令
部 （1 5 1 ) と、 P M 堆積量が 1 0 g ノ L よ りも大 きな 1
2 g L を超 えた ときに、 P M の過堆積 を知 らせ る過堆積
警告 を警告 装置 （1 5 ) に実 行 させ る過 堆 積 警告 指 令部
( 5 2 ) とを備 えている。
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明 細 書

発明の名称 ：エンジン

技術分野

[0001 ] 本発明は、排気ガス中に含まれる粒子状物質を捕捉するフィルタと、前記

フィルタの上流側で前記排気ガス中の窒素酸化物から高活性な二酸化窒素を

生成する酸化触媒とを、燃焼室から前記排気ガスを排出する排気経路内に備

える、エンジンに関する。

背景技術

[0002] 排気ガス中に含まれる粒子状物質 （以下、 P M ) を捕捉するフィルタを有

するェンジンでは、運転時間が経過するに連れて P Mがフィルタに堆積する

。 P Mがフィルタに過剰に堆積すると、始動不良やエンス 卜が発生する場合

がある。また、過大に堆積 した P M を酸化反応によって除去する場合、フィ

ルタ温度が異常上昇 し、それによりフィルタが破損する場合もある。このた

め、 P Mが過剰に堆積する前に、適時に P M をフィルタから除去する必要が

ある。酸化反応によって P M を除去することを、 「再生」と呼ぶ。

[0003] 再生は、排気ガスの温度を高めることによって実行される。高温状態では

、未燃焼物である P Mが燃焼する。排気ガスの温度を高めるために、ェンジ

ン回転数の増大又は排気ガス中への燃料の混入が実行される。エンジン回転

数が増大するとき、燃焼室での燃焼反応が活発になっているので、排気ガス

の温度が増大する。また、排気ガス中に燃料を混入させることによって混入

された燃料が燃焼 して排気ガスの温度が上昇する。

[0004] 排気ガス中に燃料を混入させるために、一般的にポス ト噴射が実行されて

いる。ポス ト噴射は、燃焼行程終了後の燃料噴射を指 している。ポス ト噴射

された燃料の全量が排気ガスと共に排出されることが望ましいが、一部の燃

料は燃焼室内に留まる。この燃料は、ピス トンの往復動に伴ってオイルパン

に滴下し、エンジンオイルを希釈させる。この結果、エンジンオイルの寿命

が縮まる場合がある。他方、燃焼室から排出された燃料の一部が未燃焼のま



ま排気ガスに残留 し、排気ガスが青白煙となる場合もある。

[0005] 従って、極力、ポス ト嘖射を抑制 しながらフィルタを再生することが望ま

しい。特許文献 1 は、排気ガスの温度が 3 0 0 °C程度の低温であるときに再

生を可能とする技術を開示 している。具体的には、排気ガス中の窒素酸化物

を高活性な二酸化窒素に変化させるために、フィルタの上流側に酸化触媒が

配置されている。高活性な二酸化窒素は、 P Mを強力に酸化するので、 3 0

0 °C程度の低温の環境下でフィルタが再生される。特許文献 1 によれば、再

生のために、ボス 卜嘖射を用いて排気ガスの温度を約 6 0 0 °C程度の高温に

高める必要が無 く、排気ガスの温度が 3 0 0 °C程度を越えていればよい。こ

のため、作業負荷の掛かるエンジンでは、通常の使用状態で排気ガスの温度

が 3 0 0 °C程度に達するためボス 卜嘖射を行うことなくフィルタの再生が可

能となる。また、再生に必要な温度が 3 0 0 °C程度であるため、作業負荷の

軽い領域でも、例えば吸気を絞って外気流入を抑えることによって、排気ガ

スの温度を酸化触媒の活性温度まで排気ガスを昇温できる。このため、フィ

ルタの再生が可能となる。

[0006] 特許文献 2 も、酸化触媒を用いてフィルタの再生を行う技術を開示 してい

る。特許文献 2 に開示されるエンジンは、排気ガス中に含まれるP Mを捕捉

するフィルタ、 P Mの堆積量の検出手段、及び堆積量の検出量に基づいて P

Mを除去する強制再生手段を有 している。堆積量は、空気過剰率及びフィル

タ温度に基づいて、又はフィルタの出入口の差圧 ∆ P に基づいて検出される

( 0 0 6 0 ~ 0 0 7 5 段落）。特許文献 2 に開示されるエンジンは、停車時

強制再生が行われないときや停車時強制再生が不十分であるときに堆積量に

基づいて異常を警告 し （0 0 4 8 ~ 0 0 4 9 段落）、堆積量の検出と別に走

行距離に応 じて強制再生を実施する （0 0 5 8 ~ 0 0 5 9 段落）。

先行技術文献

特許文献

[0007] 特許文献1 ：特許 3 0 1 2 4 9 号公報

特許文献2 ：特許 4 2 7 3 9 1 号公報



発明の概要

発明が解決 しょうとする課題

[0008] 特 許 文献 2 にお いて、 強制 再 生 と呼 ばれ る処理 が、 フ ィル タ を再 生 す るた

め に実 行 され て い る。 この強制 再 生 は、 排 気 ガスの温度 を高 め るため の ボ ス

卜嘖 射 を必 ず伴 って い る。 ポ ス ト嘖 射 の頻 度 が高 まる と、 上 記 の如 く、 ェ ン

ジ ンオ イル の希 釈 や排 気 ガスの青 白煙 が発 生 す る場 合 が あ る。

[0009] また、 排 気 ガスの温度 を高 め るため にエ ンジ ン回転 数 を上 昇 させ る場 合、

エ ンジ ンの運転 条 件 が大幅 に変 更 され る。 この場 合、 通 常 の作業 や走 行 を継

続 で きな いため、 一 時 的 に作業 や走 行 を中断 す る必 要 が あ る。

[001 0] そ こで、 本 発 明 は、 排 気 ガスの温度 を高 め るため の追 加 の燃 焼 （ポ ス ト嘖

射 ） を実 行 す る頻 度 や エ ンジ ン回転 数 を変 更 す る頻 度 をで きるだ け低 減 しな

が ら、 粒 子状 物 質 の堆積 量 の増 大 を抑 制 で きる、 エ ンジ ンを提 供 す る。

課題 を解決するための手段

[001 1] 本 発 明 に係 るエ ンジ ンは、 排 気 ガス 中 に含 まれ る粒 子状 物 質 を捕 捉 す る フ

ィル タ と、 前 記 フ ィル タの上 流側 で前 記排 気 ガス 中の窒 素酸 化物 か ら高活性

な二酸 化窒 素 を生成 す る酸 化触 媒 とを、 燃 焼 室 か ら前 記排 気 ガス を排 出す る

排 気経路 内 に備 え る、 エ ンジ ンで あ って、 前 記燃 焼 室 内 に燃 料 を供 給 す る第

燃 料 噴 射装 置 と、 前 記燃 焼 室 に吸気 ガス を供 給 す る吸気経路 の 開度 を決 定

す る吸気弁 と、 エ ンジ ン回転 数 の 目標 回転 数 を指 定 す るため の 回転 数 入 力装

置 と、 前 記排 気 ガスの燃 焼 に よ って前 記 フ ィル タの温度 を上 昇 させ るため に

、 前 記 フ ィル タの上 流側 で前 記排 気経路 内 に燃 料 を供 給 す る第 2 燃 料 噴 射装

置 と、 前 記粒 子状 物 質 の排 出量 と酸 化 量 との差 に基 づ いて前 記 フ ィル タ にお

け る前 記粒 子状 物 質 の堆積 量 を推 定 す る第 1 推 定機 構 と、 補 助 再 生 にお いて

、 前 記 目標 回転 数 を変 更 せ ず、 且 つ空 気過剰 率 を小 さ くす る よ うに前 記 吸気

弁 を制 御 す る、 補 助 再 生制 御 部 と、 リセ ッ ト再 生 にお いて、 前 記 目標 回転 数

を変 更 せ ず、 前 記 空 気過剰 率 を小 さ くす る よ うに前 記 吸気弁 を制 御 し、 且 つ

前 記 第 2 燃 料 噴 射装 置 を作 動 させ る、 リセ ッ ト再 生制 御 部 と、 緊 急再 生 にお

いて、 前 記 目標 回転 数 を所 定 の高 回転 数 に変 更 し、 前 記 空 気過剰 率 を小 さ く



するように前記吸気弁を制御 し、且つ前記第 2 燃料噴射装置を作動させる、

緊急再生制御部と、前記堆積量が所定の第 1 上限量を超えたときに、前記補

助再生を前記補助再生制御部に実行させる補助再生指令部と、前記補助再生

よりも優先 して、所定の連続運転時間毎に前記 リセッ卜再生を前記 リセッ卜

再生制御部に実行させる、又は前記補助再生の実行時間が所定の補助再生時

間を越えており且つ前記堆積量が前記第 1 上限量よりも低下 していない場合

に、前記 リセッ卜再生を前記 リセッ卜再生制御部に実行させるリセッ卜再生

指令部と、前記緊急再生制御部に前記緊急再生を実行させるための緊急再生

指令を入力する緊急再生指令入力装置と、運転者への警告を実行する警告装

置と、前記堆積量が前記第 1 上限量よりも大きな第 2 上限量を超えたときに

、前記緊急再生を実行する必要性を運転者に知らせる緊急再生警告を前記警

告装置に実行させる緊急再生警告指令部と、前記堆積量が前記第 2 上限量よ

りも大きな第 3 上限量を超えたときに、前記粒子状物質の過堆積を知らせる

過堆積警告を前記警告装置に実行させる過堆積警告指令部とを備えている。

[001 2] 好ましくは、前記エンジンは、前記排気経路を前記吸気経路に接続する E

G R管と、前記 E G R管の開度を決定する E G R弁とを、更に備えており、

前記補助再生、前記 リセット再生、及び前記緊急再生において、前記 E G R

弁は閉鎖されている。

[001 3] 好ましくは、前記エンジンは、前記フィルタの入口と出口との間の差圧に

基づいて前記堆積量を推定する第 2 推定機構を、更に備えており、前記補助

再生指令部、前記 リセット再生指令部、前記緊急再生警告指令部、及び前記

過堆積警告指令部は、前記第 1推定機構によって推定される前記堆積量及び

前記第 2 推定機構によって推定される前記堆積量の双方に基づいて、前記堆

積量と、前記第 1 所定量、前記第 2 所定量、又は前記第 3 所定量との比較を

行う。

[0014] 好ましくは、前記緊急再生が開始された時点から所定の緊急再生時間以内

に前記堆積量が前記第 1 上限量よりも低下 していない場合に、前記過堆積警

告指令部は、前記過堆積警告を前記警告装置に実行させる。



[001 5] 好ましくは、前記緊急再生警告が開始された時点から所定の限界時間以内

に前記緊急再生指令が入力されない場合に、前記過堆積警告指令部は、前記

過堆積警告を前記警告装置に実行させる。

[001 6] 好ましくは、前記エンジンは、前記 リセッ ト再生又は前記緊急再生が終了

した時点から監視待機時間の経過後且つ監視実行時間の経過前に、前記ェン

ジン回転数が前記高回転数を越えており且つ前記差圧が所定圧力差を越えて

いる状態が所定の圧力異常時間以上継続する場合に、前記フィルタのメンテ

ナンスを知 らせるメンテナンス警告を前記警告装置に実行させるメンテナン

ス警告指令部を、更に備えており、前記所定圧力差の発生は、前記フィルタ

の再生が不良であることを示 している。

[001 7 ] 好ましくは、前記エンジンは、前記フィルタにおける灰分の堆積量を推定

する灰分推定機構 と、前記灰分の前記堆積量が所定の上限灰分量を越えたと

きに、前記灰分の過堆積を知 らせる灰分過堆積警告を前記警告装置に実行さ

せる灰分過堆積警告指令部 とを、更に備えている。

発明の効果

[001 8 ] 本発明に係るエンジンは、排気ガスの温度を高めるための追加の燃焼を実

行する頻度やエンジン回転数を変更する頻度をできるだけ低減 しながら、粒

子状物質の堆積量の増大を抑制できる。

図面の簡単な説明

[001 9] [ 図 1] 図 1 は、エンジンの構成を示す図である。

[ 図2] 図 2 は、再生方式の一覧表を示す図である。

[ 図3] 図 3 は、自己再生領域、再生可能領域、及び再生不可能領域を示す図で

ある。

[ 図4 ] 図 4 は、再生状態の変化を示すフロー図である。

[ 図5] 図 5 は、再生方式に関連する構成を示すプロック図である。

[ 図6] 図 6 は、エンジン回転数、燃料噴射量、及び P M排出量の関係を示す図

である。

[ 図7] 図 7 は、再生速度、排気質量流量、及び出口温度の関係を示す図である



[ 図8] 図 8 は、差圧、排気質量流量、及び P M堆積量の関係を示す図である。

発明を実施するための形態

[0020] (本実施形態に係るエンジンの構成）

図面を参照 して、本実施形態に係るエンジン 1 を説明する。エンジン 1 は

、好ましくは、バ ックホ一又は トラクタ一のような作業車両に搭載される。

[0021 ] 図 1 は、エンジン 1 の構成を示す図である。エンジン 1 は、吸気管 2 、吸

気マ二ホール ド3 、シ リンダプロック4 、排気マ二ホール ド5 、排気管 6 、

D P F ユニッ ト7 、 E G R管 8 、吸気弁 9 、 巳 弁 1 0 、過給機 1 1、 ク

ランク軸 1 2 、燃料噴射装置 1 3 、回転数入力装置 1 4 、警告装置 1 5 、緊

急再生指令入力装置 1 6 、及び E C U 1 7 を備えている。

[0022] エンジン 1 は 4 つのシ リンダーを有 している。 このため、シ リンダプロッ

ク4 は、 4 つの燃焼室 1 8 を有 している。

[0023] 吸気管 2 及び吸気マ二ホール ド3 は、各燃焼室 1 8 に吸気ガスを供給する

吸気経路を構成 している。エンジン 1 の駆動に対応 して、外気が、吸気ガス

として吸気管 2 内に吸入される。吸気弁 9 は、 E G R管 8 の上流側において

吸気管 2 の開度を決定する。

[0024] 排気マ二ホール ド5 、排気管 6 、及び D P F ユニッ ト7 は、各燃焼室 1 8

から排気ガスを排出する排気経路を構成 している。

[0025] D P F ユニッ ト7 は、フィルタ 1 9 及び酸化触媒 2 0 を備えている。フィ

ルタ 1 9 は、排気ガス中に含まれる P M を捕捉する。酸化触媒 2 0 は、排気

ガス中の窒素酸化物から高活性な二酸化窒素を生成する。酸化触媒 2 0 は、

排気経路内でフィルタ 1 9 の上流側に配置されている。

[0026] E G R管 8 は、排気マ二ホール ド5 に開口する入口 8 a 及び吸気管 2 に開

口する出口 8 b を有 しており、排気マ二ホール ド5 を吸気管 2 に接続 してい

る。 E G R管 8 は、エンジン冷却水が通過する熱交換器 2 1 を備えている。

熱交換器 2 1 は、 E G R管 8 を通過する排気ガスを冷却する。 E G R弁 1 0

は、 E G R管 8 の開度を決定する。 E G R弁 1 0 が開放されている場合、吸



気管 2 を通過する外気に排気ガスが合流する。このため、出口8 b の下流側

において、吸気ガスは、外気及び排気ガスからなっている。

[0027] 過給機 1 1 は、排気管 6 内に配置される排気タービン 1 1 a と、吸気管 2

内に配置される圧縮機 1 1 b とを備えている。排気ガスにより排気タービン

a が駆動され、圧縮機 1 1 b は排気タービン 1 1 a により駆動され、こ

の結果、吸気ガスが圧縮される。

[0028] 燃料噴射装置 1 3 は、コモンレール方式を採用しており、各燃焼室 1 8 に

燃料を供給する。燃料噴射装置 1 3 は、本実施形態では、燃焼行程のための

燃料を供給する正規の噴射と、燃焼行程後に燃料を噴射するボス 卜噴射とを

実行できる。このため、燃料噴射装置 1 3 は、第 1燃料噴射装置及び第 2 燃

料噴射装置を兼用している。ここで、第 1燃料噴射装置は、燃焼室 1 8 内に

燃料を供給する。第 2 燃料噴射装置は、排気ガスの燃焼によってフィルタ 1

9 の温度を上昇させるためにフィルタ 1 9 の上流側で排気経路内に燃料を供

給する。

[0029] 回転数入力装置 1 4 は、エンジン回転数の目標回転数を指定するための操

作機器である。本実施形態では、回転数入力装置 1 4 は、エンジン 1 の運転

状態を変更するアクセルレバ一群を指 している。

[0030] 警告装置 1 5 は、運転者への各種の警告を実行する。本実施形態では、警

告装置 1 5 は、複数の異なる警告を表示できる多数のランプ群から構成され

ている。

[0031 ] 緊急再生指令入力装置 1 6 は、緊急再生を実行させる指令を入力するため

の操作機器である。本実施形態では、緊急再生指令入力装置 1 6 は、指令 「

有」の状態と、指令 「無」の状態とを指定できる、押 しボタンである。緊急

再生の内容は、後述する。

[0032] E C U (エンジンコントロールユニット）は、エンジン 1 の運転に関係す

る各種装置を制御する。

[0033] 図 1 において、エンジン 1 は、環境温度センサ 3 、吸気温度センサ 3 2

、排気温度センサ 3 3 、入口温度センサ 3 4 、出口温度センサ 3 5 、及び E



G R温度センサ 3 6 を備えている。

[0034] 環境温度センサ 3 は、環境温度 T を検出する。環境温度 T は、圧縮

機 1 1 b 及び出口 8 b の上流側において吸気経路 （2 、 3 ) を流れる吸気ガ

スの温度である。環境温度 T 1 は、外気の温度に略等 しい。

[0035] 吸気温度センサ 3 2 は、吸気温度 T 2 を検出する。吸気温度 T 2 は、圧縮

機 1 1 b 及び出口 8 b の下流側において吸気経路 （2 、 3 ) を流れる吸気ガ

スの温度である。

[0036] 排気温度センサ 3 3 は、排気温度 T 3 を検出する。排気温度 T 3 は、排気

ター ビン 1 1 a の上流側において排気経路 （5 、 6 ) を流れる排気ガスの温

度である。

[0037] 入 口温度センサ 3 4 は、入口温度 T 4 を検出する。入口温度 T 4 は、酸化

触媒 2 0 の入口における排気ガスの温度である。入口温度 T 4 を検出する位

置は、排気タ一 ビン 1 1 a の下流側且つ酸化触媒 2 0 の上流側における排気

経路 （5 、 6 ) 内の任意の位置である。

[0038] 出口温度センサ 3 5 は、出口温度 T 5 を検出する。出口温度 T 5 は、酸化

触媒 2 0 の出口における排気ガスの温度である。出口温度 T 5 を検出する位

置は、酸化触媒 2 0 とフィルタ 1 9 との間における排気経路 （5 、 6 ) 内の

任意の位置である。

[0039] 巳 ¾ 温度センサ 3 6 は、 E G R温度 T 6 を検出する。 巳 ¾ 温度 丁6 は

、熱交換器 2 の下流側において E G R管 8 を流れる排気ガスの温度である

[0040] 図 1 において、エンジン 1 は、差圧センサ 4 0 、大気圧センサ 4 1 、吸気

圧力センサ 4 2 、及び排気圧力センサ 4 3 を備えている。

[0041 ] 差圧センサ 4 0 は、 フィルタ 1 9 の入口及び出口における排気ガスの圧力

を検出できる。 このため、差圧センサ 4 0 は、 フィルタ 1 9 の入口と出口と

の間の差圧 ∆ P を検出できる。

[0042] 大気圧センサ 4 は、大気圧 P を検出する。大気圧 P を検出する位置

は、吸気経路 （2 、 3 ) の外部に設けられている。



[0043] 吸気圧力センサ4 2 は、吸気圧力 P 2 を検出する。吸気圧力 P 2 は、圧縮

機 1 1 b 及び出口8 b の下流側において吸気経路 （2 、 3 ) を流れる吸気ガ

スの圧力である。

[0044] 排気圧力センサ4 3 は、排気圧力 P 3 を検出する。排気圧力 P 3 は、入口

8 a 及び排気タービン 1 1 a の上流側において排気経路 （5 、 6 ) を流れる

排気ガスの圧力である。

[0045] 図 1 において、エンジン 1 は、回転数センサ 2 2 を備えている。回転数セ

ンサ 2 2 は、クランク軸 1 2 の回転数 （エンジン回転数）を検出する。

[0046] 図 1 において、エンジン 1 は、酸素センサ 2 3 を備えている。酸素センサ

2 3 は、排気ガスに含まれる酸素濃度を検出する。酸素濃度を検出する位置

は、酸化触媒 2 0 の上流側における排気経路 （5 、 6 ) 内の任意の位置であ

る。酸素濃度は、空気過剰率の検出に用いられる。

[0047] 図 2 から図4 を参照 して、フィルタ 1 9 の再生方式を説明する。

[0048] 図 2 は、再生方式の一覧表を示す図である。エンジン 1 は、フィルタ 1 9

の再生を、各種の再生方式にしたがって実行する。この再生方式は、自己再

生、補助再生、 リセット再生、及び緊急再生からなっている。

[0049] 自己再生は、主として、二酸化窒素を利用 してフィルタ 1 9 を再生する。

入口温度 T 4 が酸化触媒 2 0 の活性化温度を超えた場合に、酸化触媒 2 0 に

よって、排気ガス中の窒素酸化物から高活性な二酸化窒素が生成される。高

活性な二酸化窒素は、フィルタ 1 9 に堆積 した P Mを酸化 し、フィルタ 1 9

からP Mを除去する。つまり、高活性な二酸化窒素は、フィルタ 1 9 を再生

する。自己再生は、このように自動的に実行される再生を指 している。本実

施形態では、活性化温度は、約 3 0 0 °Cである。自己再生では、特別な制御

は実行されない。このため、自己再生では、 E G R弁 1 0 は開かれており、

吸気弁 9 の開度は通常であり、ボス 卜噴射は使用されていない。

[0050] 補助再生も、主として、二酸化窒素を利用 してフィルタ 1 9 を再生する。

補助再生では、入口温度 T 4 を高めるように制御が実行される。 E C U 1 7

は、補助再生において、目標回転数を変更せず、且つ空気過剰率スを小さく



するように吸気弁 9 を制御する。 この制御 は、燃焼 に寄与 しない空気量 を減

少させ、排気温度 T 3 を上昇 させて入 口温度 T 4 を活性化温度 まで高める。

また、補助再生では、排気温度 T 3 を高めるために、 巳 ¾ 弁 1 0 は閉 じら

れている。補助再生では、ポス ト嘖射は使用されていない。

[0051 ] リセ ッ 卜再生は、二酸化窒素及び高温の排気ガスを利用 してフィル タ 1 9

を再生する。 リセ ッ ト再生では、入 口温度 T 4 及び出口温度 T 5 を高めるよ

うに制御が実行 される。 E C U 1 7 は、 リセ ッ ト再生において、 目標 回転数

を変更せず、空気過剰率 スを小さ くするように吸気弁 9 を制御 し、且つ燃料

噴射装置 1 3 にポス ト噴射 を実行 させる。 まず、空気過剰率 スが小さ くなる

ため、補助再生 と同様 に、排気温度 T 3 が上昇 して入 口温度 T 4 が活性化温

度 （3 0 0 °C ) まで高め られる。更に、ポス ト噴射 された燃料の燃焼 によつ

て入 口温度 T 4 及び出口温度 T 5 が更に高め られる。 出口温度 T 5 が P M の

燃焼温度 を越 えると、 その高温のため フィル タ 1 9 の P M が燃焼する。つま

り、二酸化窒素の作用及び高温の排気ガスによ り、 フィル タ 1 9 が再生され

る。 このため、 出口温度 T 5 が所定の燃焼温度範囲 （5 5 0 °C ~ 7 0 0 °C )

に入るように、 出口温度 T 5 が高め られる。本実施形態では、 P M の燃焼温

度 は約 5 5 0 °C である。 また、本実施形態では、 フィル タ 1 9 の耐熱温度が

7 0 0 °C程度である。 このため、本実施形態では、燃焼温度範囲は、 5 5 0

°C ~ 7 0 0 °C に設定されている。 また、 リセ ッ ト再生では、排気温度 T 3 を

高めるために、 E G R弁 1 0 は閉 じられている。

[0052] 図 3 は、 自己再生領域、再生可能領域、及び再生不可能領域 を示す図であ

る。図 3 において、 自己再生領域、再生可能領域、及び再生不可能領域が、

エ ンジン回転数及び負荷 （エ ンジン トル ク）によって特定されている。 自己

再生領域では、 自己再生が発生する。再生可能領域では、補助再生又は リセ

ッ 卜再生の実行 によ り、 フィル タ 1 9 の再生が可能である。一方、再生不可

能領域では、排気温度 T 3 が低す ぎるため入 口温度 T 4 が実際には活性化温

度 に到達せず、 リセ ッ 卜再生が実行 されてもフィル タ 1 9 の再生が不可能で

ある。第 1 境界線 L 1 は、 自己再生領域 と再生可能領域 との境界 を示 してい



る。第 2 境界線 L 2 は、再生可能領域と再生不可能領域との境界を示 してい

る。排気ガスの温度は、第 1境界線 し 及び第 2 境界線 L 2 のそれぞれにお

いて同一である。本実施形態では、第 2 境界線 L 2 における入口温度 T 4 は

、活性化温度である3 0 0 °Cである。再生不可能領域においてフィルタ 1 9

を再生させるために、緊急再生が設けられている。エンジン回転数が下限回

転数 R Oより大きいとき、再生不可能領域は存在 しない。このため、緊急再

生では、エンジン回転数を下限回転数 R 0 よりも増大させる制御が実行され

る。

[0053] 図 2 において、緊急再生は、二酸化窒素及び高温の排気ガスを利用 してフ

ィルタ 1 9 を再生する。緊急再生では、排気温度 T 3 を更に高めるように制

御が実行される。 E C U 1 7 は、緊急再生において、目標回転数を所定の高

回転数に変更 し、空気過剰率スを小さくするように吸気弁 9 を制御 し、且つ

燃料噴射装置 1 3 にポス ト噴射を実行させる。所定の高回転数は、図 2 の下

限回転数 R O以上の回転数に設定されている。つまり、入口温度 T 4 が確実

に活性化温度を超えるように、高回転数が設定されている。このため、緊急

再生では、 リセット再生よりも効果的に、二酸化窒素の作用及び高温の排気

ガスにより、フィルタ 1 9 が再生される。当然ながら、緊急再生でも、 E G

R弁 1 0 は閉 じられている。

[0054] なお、目標回転数が高回転数以上の回転数に設定されている場合、 リセッ

卜再生の方が緊急再生よりも効果的に、フィルタ 1 9 を再生する。例えば、

バックホ一のような作業車両では、通常の作業を行う際に、運転者によって

指定される目標回転数が下限回転数 R Oを越えて しまう。このような場合、

リセッ卜再生の方が緊急再生よりも有効であり、緊急再生は不要である。

[0055] 図 2 において、 P M過堆積警告は、各種の再生方式が有効に機能 しない場

合に相当する。 P M過堆積警告は、フィルタ 1 9 に P Mの過堆積が発生 して

いることを、運転者に知らせる。

[0056] 図 4 は、再生状態の変化を示すフロー図である。図4 において、再生状態

は、自己再生の実行状態 S 1、補助再生の実行状態 S 2 、 リセット再生の実



行状態 S 3 、緊急再生の待機状態 S 4 、緊急再生の実行状態 S 5 、及び過堆

積警告S 6 のいずれか 1 つを選択する。ここで、再生状態は、いずれか 1 つ

の再生方式がフィルタ 1 9 に適用される状態にあることを示 している。再生

状態は、主として、排気ガスの温度によって決定される。

[0057] 再生状態は、各種の条件が満たされることにより、ある状態から別の状態

に変化する。これらの条件は、 P M堆積量の大きさ及び各種の計測時間を含

んでいる。このため、エンジン 1 は、 P M堆積量を検出する手段及び各種の

時間を計測する手段を備えている。これらの手段については後述する。

[0058] 自己再生の実行状態 S において条件C 「P M堆積量き8 g / L 」が満

たされる場合、再生状態は、補助再生の実行状態 S 2 に変化する。補助再生

の実行状態 S 2 において条件C 2 「実行時間き3 0 分」又は条件C 3 「P M

堆積量< 6 g / L 」が満たされる場合、再生状態は、自己再生の実行状態 S

2 に変化する。

[0059] 自己再生の実行状態 S 1 において条件C 4 「経過時間 1 0 0 時間」が満

たされる場合、補助再生の実行状態 S 2 において条件C 5 「経過時間 1 0

0 時間」が満たされる場合、又は補助再生の実行状態 S 2 において条件C 6

ΓΡ Μ堆積量 8 g / L 、且つ補助再生の実行時間き 1 0 分」が満たされる場

合、再生状態は、 リセット再生の実行状態 S 3 に変化する。ここで、経過時

間は、 リセッ卜再生が前回終了した時点から現時点までに経過 した時間を指

している。この経過時間の計測はリセット再生が開始されると終了し、経過

時間の計数が 0 に変更される。また、 リセット再生が終了すると、更に経過

時間の計測が新たに開始される。

[0060] リセッ卜再生の実行状態 S 3 において、条件C 7 「リセッ卜再生の有効時

間き2 5 分」、条件C 8 「リセット再生の実行時間き3 0 分」、又は条件C

9 「P M堆積量< 6 g / L 」が満たされる場合、再生状態は、自己再生の実

行状態 S 1 に変化する。ここで、 リセット再生の実行時間は、再生状態がリ

セット再生の実行状態に保たれている時間を指 している。一方、 リセット再

生の有効時間は、 リセッ卜再生の実行状態において、出口温度 T 5 が燃焼温



度範囲 （5 5 0 °C ~ 7 0 0 °C ) にある時間を指 している。つまり、 リセッ ト

再生の有効時間は、 リセッ 卜再生が実質的に実行されている時間を指 してい

る。

[0061 ] 補助再生の実行状態 S 2 において条件 C 1 0 「P M堆積量 1 0 g / L 」

が満たされる場合、 リセッ ト再生の実行状態 S 3 において条件 C 1 1 「P M

堆積量き 1 O g Z L 」が満たされる場合、又は リセッ ト再生の実行状態 S 3

において条件 C 1 2 「P M堆積量き 8 g / L 、且つ リセッ ト再生の実行時間

≥ 0 分」が満たされる場合、再生状態は、緊急再生の待機状態 S 4 に変化

する。

[0062] 緊急再生の待機状態 S 4 において条件 C 1 3 「緊急再生指令 ：有」が満た

される場合、再生状態は、緊急再生の実行状態 S 5 に変化する。緊急再生の

待機状態 S 4 では、詳 しくは後述するが、緊急再生を実行するように運転者

に警告が発せ られる。 この警告に応 じて運転者は、緊急再生ボタン 1 6 を用

いて緊急再生指令を E C U 7 に入力できる。

[0063] 緊急再生の実行状態 S 5 において、条件 C 1 4 「有効時間き 2 5 分、且つ

P M堆積量< 8 g L 」、又は条件 C 1 5 「実行時間き3 0 分、且つ P M堆

積量< 8 g / L 」が満たされる場合、再生状態は、 自己再生の実行状態 S 1

に変化する。

[0064] 緊急再生の待機状態 S 4 において条件 C 6 「待機時間き 時間」又は条

件 C 1 7 「P M堆積量き 1 2 g / L 」が満たされる場合、又は緊急再生の実

行状態 S 5 において条件 C 8 「P M堆積量き 8 g / L 、且つ緊急再生の実

行時間き3 0 分」が満たされる場合、再生状態は、 P M過堆積警告 S 6 に変

化する。 P M過堆積警告 S 6 では、詳 しくは後述するが、 フィルタ 1 9 のメ

ンテナンスを実行するように運転者に警告が発せ られる。

[0065] 図 5 を参照 して、再生方式に関連する構成を説明する。図 5 は、再生方式

に関連する構成を示すプロック図である。

[0066] 図 5 において、エンジン 1 は、 P M堆積量を推定する第 1推定機構 1 1 0

及び第 2 推定機構 1 2 0 を備えている。



[0067] 第 1 推定機構 1 1 0 は、回転数センサ 1 2 、酸素センサ 2 3 、燃料噴射量

設定部 1 0 1 、流量推定部 1 0 2 、大気圧センサ 4 1 、吸気圧力センサ 4 2

、排気圧力セ ンサ 4 3 、環境温度セ ンサ 3 1 、吸気温度セ ンサ 3 2 、排気温

度センサ 3 3 、出口温度センサ 3 5 、及び E G R温度センサ 3 6 を備えてい

る。

[0068] 第 1 推定機構 1 1 0 は、 P M排出量 と P M酸化量 との差に基づいてフ ィル

タ 1 9 における P M堆積量を推定する。 P M排出量は、単位時間において、

エンジン 1 か ら排出された P M の総量を指 している。 P M酸化量は、単位時

間において、 フィルタ 1 9 において酸化された P M の総量を指 している。

[0069] まず、 P M排出量は、次のように して求め られる。

[0070] 図 6 は、エンジン回転数 N、燃料噴射量 Q ( ί ) 、及び P M排出量 C の関

係を示す図である。図 6 において、変数 ί は、 1 ~ 3 までの数を示 している

。燃料噴射量 Q ( 1 ) 、 Q ( 2 ) 、 Q ( 3 ) は、互いに異なる大きさを有 し

ている。図 6 に示されるように、エンジン回転数 Ν、燃料嘖射量 Q ( ί ) 、

及び P M排出量 C の間に、一定の関係が存在する。 このため、基本量 として

の P M排出量 C が、エンジン回転数 N 及び 1 サイクル当た り燃料噴射量 Q (

i ) に基づいて定め られる。推定量 としての P M排出量は、更に、基本量 と

しての P M排出量 C に空気過剰率 スによる補正を加えることによって、求め

られる。

[0071 ] 次 に、 P M酸化量は、次のように して求め られる。

[0072] 図 5 において、エンジン回転数は、回転数センサ 1 2 によって検出される

。燃料噴射量設定部 1 0 1 は、燃料噴射装置 1 3 か ら噴射させる燃料噴射量

を設定する。 このため、 1 サイクル当た り燃料噴射量は、燃料噴射量設定部

0 1 により特定される。空気過剰率 スは、酸素センサ 2 3 によって検出さ

れる酸素濃度に基づいて、特定される。

[0073] 図 7 は、再生速度 V 、排気質量流量 F E 、及び出口温度 T 5 ( i ) の関係

を示す図である。図 7 において、変数 ί は、 1 ~ 3 までの数を示 している。

出口温度 Τ 5 ( 1 ) 、 Τ 5 ( 2 ) 、 Τ 5 ( 3 ) は、互いに異なる大きさを有



している。図 7 に示されるように、再生速度 V 、排気質量流量 F E、及び出

口温度 T 5 ( i ) の間に、一定の関係が存在する。再生速度 V は、酸化によ

つて P Mが除去される速度を指 している。排気質量流量 F E は、排気ガスの

質量流量を指 している。再生速度 V に基づいて、 P M酸化量が特定される。

このため、 P M酸化量は、排気質量流量 F E及び出口温度 T 5 ( i ) に基づ

いて推定される。

[0074] P M酸化量を特定するために用いられる排気質量流量 F E は、次のように

して求められる。

[0075] 図 5 において、流量推定部 1 0 2 は、吸気質量流量 F し E G R質量流量

F R、及び排気質量流量 F E を推定する。吸気質量流量 F し 及び E G R質

量流量 F Rは、それぞれ、吸気ガスの質量流量、及び E G R ガスの質量流量

を指 している。 E G R ガスは、 E G R菅 8 を介 して吸気ガスに合流する排気

ガスを指 している。

[0076] 質量流量 F し F R、 F E は、圧力 P 3 、 P 2 、温度 T 2 、 Τ 6 、及び空

気過剰率スの関数として表現される。

吸気質量流量 F l = f ( P 3 ， P 2 ， T 2 , ス， Τ 1 ， Ρ )

ただ し、環境温度 Τ 及び大気圧 Ρ は補正のための要素であるので、実

質的には次の通りである。

吸気質量流量 F l = f ( P 3 ， P 2 ， T 2 , ス）

E G R質量流量 F R = f ( P 3 ， P 2 , T 6 )

排気質量流量 F E = 吸気質量流量 F I 一 E G R質量流量 F R + 燃料質量

/ソし星

なお、燃料質量流量 F F は、燃料噴射量設定部 1 0 1 により特定される。

[0077] 第 2 推定機構 1 2 0 は、第 1推定機構 1 1 0 と類似の構成を有 している。

第 2 推定機構 1 2 0 は、第 1推定機構 1 1 0 に設けられる回転数センサ 1 2

の代わりに、差圧センサ4 0 を有 している。

[0078] 第 2 推定機構 1 1 0 は、フィルタ 1 9 の入口と出口との間の差圧 ∆ P 0 に

基づいて P M堆積量を推定する。



[0079] 図 8 は、差圧 ∆ Ρ 0 、排気質量流量 F E 、及び P M堆積量 A ( i ) の関係

を示す図である。図 8 において、変数 ί は、 1 ~ 3 までの数 を示 している。

Ρ Μ堆積量 A ( 1 ) 、 A ( 2 ) 、 A ( 3 ) は、互いに異なる大 きさを有 して

いる。図 8 に示されるように、差圧 ∆ Ρ Ο、排気質量流量 F E 、及び P M堆

積量 A ( i ) の間に、一定の関係が存在する。 このため、基本量 と しての P

M堆積量 A ( i ) が、差圧 ∆ Ρ 0 、排気質量流量 F Ε に基づいて定め られる

。推定量 と しての Ρ Μ推定量は、更に、基本量 と しての Ρ Μ推定量 A ( i )

に出口温度 T 5 による補正を加えることによって、求め られる。

[0080] 図 5 において、 E C U (制御装置） 1 7 は、補助再生を実行する補助再生

制御部 1 3 1 、 リセ ッ 卜再生を実行する リセ ッ 卜再生制御部 1 3 2 、及び緊

急再生を実行する緊急再生制御部 1 3 3 を備えている。

[0081 ] E C U 7 は、各種の再生方式を実行させるための手段 と して、補助再生

指令部 1 4 1 リセ ッ 卜再生指令部 1 4 2 、緊急再生警告指令部 1 5 1 、及び

緊急再生指令入力装置 1 6 を備えている。

[0082] 補助再生指令部 1 4 は、 P M堆積量が所定の第 1 上限量 （8 g / L ) を

超えたときに、補助再生を補助再生制御部 1 3 に実行させる。 この処理は

、図 4 における条件 C 1 が満たされた場合に相当する。 ここで、 8 g L は

、本実施形態における P M堆積量の第 1 上限量を指 している。 また、条件 C

3 、 C 9 における 6 g / L は、本実施形態における P M堆積量の許容量を指

している。

[0083] リセ ッ 卜再生指令部 1 4 2 は、補助再生よりも優先 して、所定の連続運転

時間 （1 0 0 時間）毎 に リセ ッ 卜再生を リセ ッ 卜再生制御部 1 3 に実行さ

せる。 この処理は、図 4 における条件 C 4 、 C 5 が満たされた場合に相当す

る。 また、 リセ ッ ト再生指令部 1 4 2 は、補助再生の実行時間が所定の補助

再生時間 （1 0 分）を越えてお り且つ P M堆積量が第 1 上限量 （8 g Z L )

よ りも低下 していない場合に、 リセ ッ 卜再生を リセ ッ 卜再生制御部 1 3 2 に

実行させる。 この処理は、図 4 における条件 C 6 が満たされた場合に相当す

る。条件 C 6 における 1 0 分は、本実施形態における補助再生時間を指 して



いる。

[0084] 緊急再生警告指令部 1 5 1 は、 P M堆積量が第 1上限量 （8 g / L ) より

も大きな第 2 上限量 （1 O g Z L ) を超えたときに、緊急再生を実行する必

要性を運転者に知らせる緊急再生警告を警告装置 1 5 に実行させる。本実施

形態では、警告装置 1 5 は、緊急再生警告に対応するランプを点灯又は点滅

させることによって、運転者に警告を実行する。ここで、 1 0 g / L は、本

実施形態におけるP M堆積量の第 2 上限量を指 している。

[0085] 運転者は、警告装置 1 5 による緊急再生警告に基づいて、上述の緊急再生

指令入力装置 1 6 を操作する。緊急再生指令入力装置 1 6 により緊急再生指

令 「有」が入力されると、緊急再生制御部 1 3 3 は、緊急再生を実行する。

[0086] 図 5 において、 E C U 1 7 は、過堆積警告指令部 1 5 2 を備えている。過

堆積警告指令部 1 5 2 は、 P M堆積量が第 2 上限量 （1 0 g / L ) よりも大

きな第 3 上限量 （1 2 g Z L ) を超えたときに、 P Mの過堆積を知らせる過

堆積警告を警告装置 1 5 に実行させる。この処理は、図4 における条件C 1

6 が満たされた場合に相当する。本実施形態では、警告装置 1 5 は、過堆積

警告に対応するランプを点灯又は点滅させることによって、運転者に警告を

実行する。ここで、 1 2 g / L は、本実施形態におけるP M堆積量の第 3 上

限量を指 している。

[0087] また、緊急再生が開始された時点から所定の緊急再生時間 （3 0 分）以内

にP M堆積量が第 1上限量 （8 g Z L ) よりも低下 していない場合に、過堆

積警告指令部 1 5 2 は、過堆積警告を警告装置 1 5 に実行させる。この処理

は、図4 における条件C 1 7 が満たされた場合に相当する。条件C 1 7 にお

ける3 0 分は、本実施形態における緊急再生時間を指 している。

[0088] また、緊急再生警告が開始された時点から所定の限界時間 （9 時間）以内

に緊急再生指令が入力されない場合に、過堆積警告指令部 1 5 2 は、過堆積

警告を警告装置 1 5 に実行させる。この処理は、図4 における条件C 1 5 が

満たされた場合に相当する。条件C 1 5 における9 時間は、本実施形態にお

ける待機の限界時間を指 している。



[0089] 補助再生指令部 1 4 1 、 リセ ッ 卜再生指令部 1 4 2 、緊急再生警告指令部

1 5 1 、及び過堆積警告指令部 1 5 2 は、 P M堆積量 と して、第 1 推定機構

1 0 によって推定される P M堆積量及び第 2 推定機構 1 2 0 によって推定

される P M堆積量のどち らも利用でき、第 1 判定及び第 2 判定を実行できる

。第 1 判定では、各指令部 1 4 1 、 1 4 2 、 1 5 1 、 1 5 2 は、第 1 推定機

構 1 1 0 によって得 られた P M堆積量に基づいて、 P M堆積量 と、第 1 所定

量、第 2 所定量、又は第 3 所定量 との比較 を行 う。第 2 判定では、各指令部

1 4 1 、 1 4 2 、 1 5 1 、 1 5 2 は、第 2 推定機構 1 2 0 によって得 られた

P M堆積量に基づいて、 P M堆積量 と、第 1 所定量、第 2 所定量、又は第 3

所定量 との比較 を行 う。 こ こで、 P M推定量の精度 を比較すると、第 1 推定

機構 1 1 0 の精度の方が、第 2 推定機構 1 2 0 の精度 よりも高い。本実施形

態では、図 4 に示されるように、第 1 判定及び第 2 判定が使い分けられてい

る。

[0090] 図 4 において、各条件に対応する矢印は、実線、破線、又は二点鎖線で描

かれている。実線は、第 1 判定及び第 2 判定の双方が適用される場合を示 し

ている。実線の矢印は、条件 C 1 、 C 6 、 C 1 0 、 C 1 1 ， C 1 2 、 C 5

、 C 6 に対応 している。破線は、第 1 判定のみが適用される場合を示 して

いる。破線の矢印は、条件 C 2 、 C 3 、 C 4 、 C 5 , C 9 、 C 1 4 、 C 7

に対応 している。二点鎖線は、第 1 判定及び第 2 判定以外の判定を示 してい

る。二点鎖線の矢印は、条件 C 7 、 C 8 、 C 3 に対応 している。

[0091 ] 図 5 において、 E C U 1 7 は、 メ ンテ ナ ンス警告指令部 1 5 3 を備えてい

る。 メンテナ ンス警告指令部 1 5 3 は、 リセ ッ 卜再生又は緊急再生が終 了 し

た時点か ら監視待機時間 （3 0 0 秒）の経過後且つ監視実行時間 （9 0 0 秒

) の経過前 に、差圧 ∆ Ρ Ο を監視する。 ここで、 メンテナンス警告指令部 1

5 3 は、エンジン回転数が高回転数 を越えてお り且つ差圧 ∆ P 0 が所定圧力

差 を越えている状態が所定の圧力異常時間 （1 0 0 秒）以上継続する否かを

監視する。 ここで、所定圧力差の発生は、 フィルタ 1 9 の再生が不良である

ことを示 している。 メ ンテ ナ ンス警告指令部 1 5 3 は、前記状態が圧力異常



時間以上継続する場合に、フィルタ 1 9 のメンテナンスを知らせるメンテナ

ンス警告を警告装置 1 5 に実行させる。本実施形態では、監視待機時間は3

0 0 秒であり、監視実行時間は9 0 0 秒であり、所定の圧力異常時間は 1 0

0 秒である。本実施形態では、警告装置 1 5 は、メンテナンス警告に対応す

るランプを点灯又は点滅させることによって、運転者に警告を実行する。

[0092] 図 5 において、エンジン 1 は、運転時間等によって灰分堆積量を検出し、

その検出結果に基づく対応を実行できる。エンジン 1 は、灰分堆積量を検出

する灰分推定機構 1 5 0 と、灰分過堆積警告指令部 1 5 4 とを備えている。

[0093] 灰分過堆積警告指令部 1 5 4 は、灰分堆積量が所定の上限灰分量を越えた

ときに、灰分の過堆積を知らせる灰分過堆積警告を警告装置 1 5 に実行させ

る。本実施形態では、警告装置 1 5 は、灰分過堆積警告に対応するランプを

点灯又は点滅させることによって、運転者に警告を実行する。

[0094] 図4 において、灰分状態は、灰分過堆積の監視状態S 1 1 及び灰分過堆積

警告S 1 2 のいずれか一方を選択する。ここで、灰分状態は、灰分の堆積量

に応 じて特定される状態である。第 1推定機構 1 1 0 が灰分過堆積を検出し

ていない間、灰分状態は、監視状態S にある。第 1推定機構 1 1 0 が灰

分過堆積を検出すると、灰分状態が灰分過堆積警告S 1 2 に変化する。灰分

過堆積警告S 1 2 において、灰分過堆積警告指令部 1 5 4 は、灰分過堆積警

告を警告装置 1 5 に実行させる。

[0095] 図 5 において、エンジン 1 は、温度センサ及び圧力センサによる異常の検

知手段を備えている。この異常検知手段は、センサ自体の異常又はセンサに

よって検出される対象物の異常を検知する。

[0096] E C U 7 は、第 1異常警告指令部 1 6 を備えている。緊急再生の実行

中において所定の第 1異常監視時間 （2 0 分）の間、出口温度センサ 3 5 、

入口温度センサ 3 4 、及び排気温度センサT 3 の全ての信号値が正常範囲内

にあり且つ出口温度 T 5 が活性化温度よりも低い場合に、第 1異常警告指令

部 1 6 1 は、第 1異常発生警告を前記警告装置に実行させる。第 1異常発生

警告は、フィルタ 1 9 の再生における異常の発生を運転者に知らせる警告で



ある。本実施形態では、第 1異常監視時間は、 2 0 分である。本実施形態で

は、警告装置 1 5 は、第 1異常発生警告に対応するランプを点灯又は点滅さ

せることによって、運転者に警告を実行する。

[0097] 上述において、信号値が正常範囲内にあることは、センサ自体に異常が発

生 していないことを示 している。正常範囲は、センサの規格によって定まつ

ており、例えば、 4 ~ 2 0 m V である。

[0098] E C U 7 は、第 2 異常警告指令部 1 6 2 を備えている。 リセット再生又

は緊急再生の実行中において所定の第 2 異常監視時間 （1分）の間、出口温

度センサ 3 5 の信号値が正常範囲内にあり且つ出口温度 T 5 がフィルタ 1 9

の耐熱温度 （7 0 0 °C ) よりも高い場合に、第 2 異常警告指令部 1 6 2 は、

第 2 異常発生警告を警告装置 1 5 に実行させる。第 2 異常発生警告は、フィ

ルタ 1 9 における異常高温の発生を運転者に知らせる警告である。本実施形

態では、第 2 異常監視時間は、 1分である。本実施形態では、警告装置 1 5

は、第 2 異常発生警告に対応するランプを点灯又は点滅させることによって

、運転者に警告を実行する。

[0099] E C U 7 は、第 3 異常警告指令部 1 6 3 を備えている。入口温度センサ

3 4 の信号値が正常範囲内にあり且つ入口温度 T 4 が所定の許容温度よりも

高い場合に、第 3 異常警告指令部 1 6 3 は、第 3 異常発生警告を警告装置 1

5 に実行させる。第 3 異常発生警告は、入口温度 T 4 が異常高温であること

を運転者に知らせる警告である。入口温度 T 4 が許容温度 （6 5 0 °C ) 以上

であるときに、出口温度 T 5 がフィルタ 1 9 の耐熱温度 （7 0 0 °C ) を越え

ると推定されている。本実施形態では、許容温度は、フィルタ 1 9 の耐熱温

度 （7 0 0 °C ) よりも一定の温度幅だけ低い温度である6 5 0 °C に設定され

ている。本実施形態では、警告装置 1 5 は、第 3 異常発生警告に対応するラ

ンプを点灯又は点滅させることによって、運転者に警告を実行する。

[01 00] E C U 7 は、第4 異常警告指令部 1 6 4 を備えている。所定の差圧監視

時間の間、差圧センサ4 0 の信号値が正常範囲内にあり且つ差圧 ∆ P 0 が連

続的に所定差圧を越えている場合、第4 異常警告指令部 1 6 4 は、第4 異常



発生警告を警告装置 1 5 に実行 させる。第 4 異常発生警告は、差圧 ∆ Ρ Ο に

おける異常の発生を運転者 に知 らせる警告である。本実施形態では、警告装

置 1 5 は、第 4 異常発生警告に対応するランプを点灯又は点滅 させることに

よって、運転者 に警告を実行する。

[01 0 1 ] E C U 7 は、第 5 異常警告指令部 1 6 5 を備 えている。所定の圧力監視

時間の間、エ ンジン 1 が停止 してお り、大気圧セ ンサ 4 1 、排気圧力セ ンサ

4 3 、及び吸気圧力セ ンサ 4 2 の信号値が全て正常範囲内にあ り、吸気圧力

P と大気圧 P 3 との第 1 差圧が所定の第 1 誤差差圧以上であ り、且つ排気

圧力 P 3 と大気圧 P との第 2 差圧が所定の第 2 誤差差圧以上である場合 に

、第 5 異常警告指令部 1 6 5 は、第 5 異常発生警告を前記警告装置 に実行 さ

せる。第 5 異常発生警告は、大気圧セ ンサ 4 1 における異常の発生を運転者

に知 らせる警告である。本実施形態では、警告装置 1 5 は、第 5 異常発生警

告に対応するランプを点灯又は点滅 させることによって、運転者 に警告を実

行する。

[01 02] (変形例）

本実施形態 に係 るエ ンジン 1 は、次の変形 を採用で きる。

[01 03] エ ンジン 1 において、過給機 1 1 及び E G R装置は、必須の構成要素では

ない。 ここで、 E G R装置は、 E G R管 8 、 E G R 弁 1 0 、及び熱交換器 2

1 か らな つている。 このため、エ ンジン 1 は、過給機 1 1 及び / 又 は E G R

装置 を備 えていな くても良い。

[01 04] エ ンジン 1 が過給機 1 1 及び / 又 は E G R装置 を備 えていない場合、吸気

温度 T は環境温度 T に概ね等 しく、排気温度 T 3 は入 口温度 T 4 に概ね

等 しい。 この場合、エ ンジン 1 は、環境温度セ ンサ 3 1 、排気温度セ ンサ 3

3 を備 えていな くても良い。 また、上述の制御 において、入 口温度 T 4 が排

気温度 T 3 の代わ りに用い られる。

[01 05] 入 口温度 T 4 が排気温度 T 3 の代わ りに用い られる場合、第 1 異常警告指

令部 1 6 1 は、次のように変更される。緊急再生の実行中において第 1 異常

監視時間の間、 出口温度セ ンサ 3 5 及び入 口温度セ ンサ 3 4 の全ての信号値



が正常範囲内にあ り且つ出口温度 T 5 が酸化触媒 2 0 の活性化温度 よ りも低

い場合 に、第 1 異常警告指令部 1 6 1 は、第 1 異常発生警告を警告装置 1 5

に実行 させる。

[01 06] (本実施形態 に係 るエ ンジンの効果）

本実施形態 に係 るエ ンジン 1 は、次の効果 を有 している。

[01 07] エ ンジン 1 は、補助再生を実行で き、緊急再生警告、及び Ρ Μ の過堆積警

告を実行で きる。補助再生は、ポス ト噴射 を伴 う再生 とは異な り、過剰な燃

料 を消費 しない。緊急再生警告は、運転者 に緊急再生の必要性 を知 らせる。

Ρ Μ の過堆積警告は、 フィル タ 1 9 の破損 を招 く虞のある過堆積の発生を、

運転者 に知 らせる。 このため、エ ンジン 1 は、排気ガスの温度 を高めるため

の追加の燃焼 （ポス ト噴射）を実行する頻度やエ ンジン回転数 を変更する頻

度 をで きるだけ低減 しなが ら、粒子状物質の堆積量の増大を抑制で きる。 ま

た、エ ンジン 1 は、過堆積 によるフィル タの破損 を防止 しやすい。

[01 08] 補助再生、 リセ ッ ト再生、及び緊急再生において、 E G R 弁 1 0 は閉鎖 さ

れている。 このため、エ ンジン 1 は、再生の実行時に排気ガスの温度が低下

することを防止で き、効率的に再生を実行で きる。

[01 09] エ ンジン 1 は、 Ρ Μ排 出量 と Ρ Μ酸化量 との差 に基づいて Ρ Μ 堆積量 を推

定する第 1 推定機構 1 1 0 だけでな く、 フィル タ 1 9 の差圧 に基づいて Ρ Μ

堆積量 を推定する第 2 推定機構 1 2 0 を、更に備 えている。つまり、 Ρ Μ 堆

積量が、 2 つの方式によ り推定される。 このため、粒子状物質の堆積量の検

出における信頼性が高め られている。

[01 10 ] 緊急再生が開始 された時点か ら所定の緊急再生時間以内に Ρ Μ 堆積量が第

1 上限量 よ りも低下 していない場合 に、過堆積警告指令部 1 5 2 は、過堆積

警告を警告装置 1 5 に実行 させる。 このため、エ ンジン 1 は、緊急再生が不

良であ つた可能性があることを、運転者 に知 らせることがで きる。

[01 11] 緊急再生警告が開始 された時点か ら所定の限界時間以内に緊急再生指令が

入力されない場合 に、過堆積警告指令部 1 5 2 は、過堆積警告を前記警告装

置 1 5 に実行 させる。 このため、エ ンジン 1 は、緊急再生が実行 されていな



い可能性があることを、運転者 に知 らせることがで きる。

[01 12] エ ンジン 1 は、 メンテナ ンス警告を警告装置 1 5 に実行 させるメンテナ ン

ス警告指令部 1 5 3 を備 えている。エ ンジン回転数が高回転数 を超 えてお り

、基本的には、 リセ ッ ト再生又は強制再生によ りフィル タ 1 9 の堆積が解消

されていると推定される。 このような状況 において、差圧 ∆ Ρ Ο が所定圧力

差 を越 えている状態が所定の圧力異常時間以上継続する場合 に、 メンテナ ン

ス警告が出力される。 このため、エ ンジン 1 は、堆積量が解消 されない原因

が リセ ッ 卜再生や強制再生の不良ではな くフィル タ 1 9 の欠損である可能性

があることを、運転者 に知 らせることがで きる。

[01 13] エ ンジン 1 は、灰分推定機構 1 5 0 と、灰分過堆積警告指令部 1 5 4 とを

備 えている。 このため、エ ンジン 1 は、 フィル タ 1 9 を交換する必要がある

こと、又はフィル タ 1 9 を洗浄する必要があることを、運転者 に知 らせるこ

とがで きる。

[01 14] エ ンジン 1 は、第 1 異常警告指令部 1 6 を備 えている。緊急再生では、

入 口温度 T 4 が活性化温度 を超 えるように、排気温度 T 3 が上昇 させ られる

。酸化触媒 2 0 が活性化 している場合、酸化反応 によ り排気ガスが加熱 され

るので、 出口温度 T 5 は入 口温度 T 4 よ りも高 くなる。異常がない場合、 出

口温度 T 5 は、活性化温度 よ りも低 くなることはない。 出口温度 T 5 が活性

化温度 よ りも低 い場合、警告が発せ られる。 このため、エ ンジン 1 は、 フィ

ル タ 1 9 の再生が確実 に行われると推定される状況で、実際にはフィル タ 1

9 の再生が効果的に行われていないことを、運転者 に知 らせることがで きる

。特 に、異常の原因 と して酸化触媒 2 0 の異常が疑われる。 このため、ェ ン

ジン 1 は、酸化触媒 2 0 に異常が発生 した可能性があることを、運転者 に知

らせることがで きる。

[01 15] エ ンジン 1 は、第 2 異常警告指令部 1 6 2 を備 えている。 出口温度 T 5 が

耐熱温度 よ りも高い場合、警告が発せ られる。 このため、エ ンジン 1 は、 フ

ィル タ 1 9 の破損 を招 く異常高温が発生 した可能性があることを、運転者 に

知 らせることがで きる。特 に、異常の原因 と して、燃料噴射装置 1 3 の噴射



タイミング不良、又は酸化触媒 2 0 の異常な活性化状態の発生が疑われる。

このため、エ ンジン 1 は、燃料嘖射装置 1 3 の嘖射 タイミング不良、又は酸

化触媒 2 0 の異常な活性化状態が発生 した可能性 を、運転者 に知 らせること

がで きる。

[01 16] エ ンジン 1 は、第 3 異常警告指令部 1 6 3 を備 えている。入 口温度 T 4 が

許容温度 よ りも高い場合、警告が発せ られる。 このため、エ ンジン 1 は、酸

化触媒 2 0 の上流側 において異常高温が発生 した可能性があることを、運転

者 に知 らせることがで きる。特 に、入 口温度 T 4 が許容温度 よ りも高い場合

、 出口温度 丁 5 が耐熱温度 を超 える可能性が高い。 このため、エ ンジン 1 は

、 フィル タ 1 9 が破損する可能性があることを、運転者 に知 らせることがで

きる。

[01 17] エ ンジン 1 は、第 4 異常警告指令部 1 6 4 を備 えている。差圧 ∆ Ρ Ο が所

定差圧差 よ りも高い場合、警告が発せ られる。 このため、エ ンジン 1 は、 フ

ィル タ 1 9 に目詰 まりが発生 した可能性 を、運転者 に知 らせることがで きる

[01 18] エ ンジン 1 は、第 5 異常警告指令部 1 6 5 を備 えている。エ ンジン 1 が停

止 しているとき、セ ンサの誤差の影響 を除 くと、吸気圧力 P 2 、排気圧力 P

3 、及び大気圧 P は全て等 しくなる。第 1 差圧が第 1 誤差差圧以上であ り

且つ第 2 差圧が第 2 誤差差圧以上である場合 に、警告が発せ られる。 このた

め、エ ンジン 1 は、大気圧セ ンサ 4 1 に異常が発生 した可能性があることを

、運転者 に知 らせることがで きる。

符号の説明

[01 19] エ ンジン

吸気管 （吸気経路の一部）

3 吸気マ二ホール ド （吸気経路の一部）

8 E G R管

9 吸気弁

1 0 E G R 弁



燃料噴射装置 （第 1 、第 2 燃料噴射装置 )

回転数入力装置

警告装置

緊急再生指令入力装置

フィル タ

酸化触媒

差圧セ ンサ

第 1 推定機構

第 2 推定機構

補助再生制御部

リセ ッ 卜再生制御部

緊急再生制御部

補助再生指令部

リセ ッ 卜再生指令部

灰分推定機構

緊急再生警告指令部

過堆積警告指令部

メンテナ ンス警告指令部

灰分過堆積警告指令部



請求の範囲

[ 請求項 1] 排気 ガス中に含 まれる粒子状物質を捕捉するフィル タと、前記 フィ

ル タの上流側で前記排気ガス中の窒素酸化物か ら高活性な二酸化窒素

を生成する酸化触媒 とを、燃焼室か ら前記排気ガスを排 出する排気経

路 内に備 える、エ ンジンであ って、

前記燃焼室内に燃料 を供給する第 1 燃料噴射装置 と、

前記燃焼室 に吸気ガスを供給する吸気経路の開度 を決定する吸気弁

と、

エ ンジ ン回転数の 目標 回転数 を指定するための回転数入力装置 と、

前記排気ガスの燃焼 によって前記 フィル タの温度 を上昇 させるため

に、前記 フィル タの上流側で前記排気経路 内に燃料 を供給する第 2 燃

料噴射装置 と、

前記粒子状物質の排 出量 と酸化量 との差 に基づいて前記 フ ィル タ に

おける前記粒子状物質の堆積量 を推定する第 1 推定機構 と、

補助再生において、前記 目標 回転数 を変更せず、且つ空気過剰率 を

小さ くするように前記吸気弁 を制御する、補助再生制御部 と、

リセ ッ ト再生において、前記 目標 回転数 を変更せず、前記空気過剰

率 を小さ くするように前記吸気弁 を制御 し、且つ前記第 2 燃料噴射装

置 を作動 させる、 リセ ッ ト再生制御部 と、

緊急再生において、前記 目標 回転数 を所定の高回転数 に変更 し、前

記空気過剰率 を小さ くするように前記吸気弁 を制御 し、且つ前記第 2

燃料噴射装置 を作動 させる、緊急再生制御部 と、

前記堆積量が所定の第 1 上限量 を超 えた ときに、前記補助再生を前

記補助再生制御部 に実行 させる補助再生指令部 と、

前記補助再生よ りも優先 して、所定の連続運転時間毎 に前記 リセ ッ

卜再生を前記 リセ ッ 卜再生制御部 に実行 させる、又は前記補助再生の

実行時間が所定の補助再生時間を越 えてお り且つ前記堆積量が前記第

1 上限量 よ りも低下 していない場合 に、前記 リセ ッ 卜再生を前記 リセ



ッ 卜再生制御部 に実行 させる リセ ッ 卜再生指令部 と、

前記緊急再生制御部 に前記緊急再生を実行 させるための緊急再生指

令 を入力する緊急再生指令入力装置 と、

運転者への警告を実行する警告装置 と、

前記堆積量が前記第 1 上限量 よ りも大 きな第 2 上限量 を超 えた とき

に、前記緊急再生を実行する必要性 を運転者 に知 らせる緊急再生警告

を前記警告装置 に実行 させる緊急再生警告指令部 と、

前記堆積量が前記第 2 上限量 よ りも大 きな第 3 上限量 を超 えた とき

に、前記粒子状物質の過堆積 を知 らせる過堆積警告を前記警告装置 に

実行 させる過堆積警告指令部 とを備 えているエ ンジン。

[ 請求項2] 請求項 1 に記載のエ ンジンであ って、

前記排気経路 を前記吸気経路 に接続する E G R管 と、

前記 E G R管 の開度 を決定する E G R 弁 とを、更に備 えてお り、

前記補助再生、前記 リセ ッ ト再生、及び前記緊急再生において、前

記 E G R 弁 は閉鎖 されている、エ ンジン。

[ 請求項3] 請求項 1 又 は請求項 2 に記載のエ ンジンであ って、

前記 フィル タの入 口と出口との間の差圧 に基づいて前記堆積量 を推

定する第 2 推定機構 を、更に備 えてお り、

前記補助再生指令部、前記 リセ ッ ト再生指令部、前記緊急再生警告

指令部、及び前記過堆積警告指令部 は、前記第 1 推定機構 によって推

定される前記堆積量及び前記第 2 推定機構 によって推定される前記堆

積量の双方 に基づいて、前記堆積量 と、前記第 1 所定量、前記第 2 所

定量、又は前記第 3 所定量 との比較 を行 う、エ ンジン。

[ 請求項4] 請求項 1 か ら請求項 3 のいずれか 1 つに記載のエ ンジンであ って、

前記緊急再生が開始 された時点か ら所定の緊急再生時間以内に前記

堆積量が前記第 1 上限量 よ りも低下 していない場合 に、前記過堆積警

告指令部 は、前記過堆積警告を前記警告装置 に実行 させる、エ ンジン



請求項 1 か ら請求項 3 のいずれか 1 つに記載のエ ンジンであ って、

前記緊急再生警告が開始 された時点か ら所定の限界時間以内に前記

緊急再生指令が入力されない場合 に、前記過堆積警告指令部 は、前記

過堆積警告を前記警告装置 に実行 させる、エ ンジン。

請求項 1 か ら請求項 3 のいずれか 1 つに記載のエ ンジンであ って、

前記 リセ ッ 卜再生又は前記緊急再生が終 了 した時点か ら監視待機時

間の経過後且つ監視実行時間の経過前 に、前記ェ ンジン回転数が前記

高回転数 を越 えてお り且つ前記差圧が所定圧力差 を越 えている状態が

所定の圧力異常時間以上継続する場合 に、前記 フィル タのメンテナ ン

スを知 らせるメンテナ ンス警告を前記警告装置 に実行 させるメンテナ

ンス警告指令部 を、更に備 えてお り、前記所定圧力差の発生は、前記

フィル タの再生が不良であることを示 している、エ ンジン。

請求項 1 か ら請求項 3 のいずれか 1 つに記載のエ ンジンであ って、

前記 フィル タにおける灰分の堆積量 を推定する灰分推定機構 と、

前記灰分の前記堆積量が所定の上限灰分量 を越 えた ときに、前記灰

分の過堆積 を知 らせる灰分過堆積警告を前記警告装置 に実行 させる灰

分過堆積警告指令部 とを、更に備 えている、エ ンジン。
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